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遺留分とは、生前贈与や遺言、信託等で資産の承継を行う被相続人の相続財産につき、一定の

範囲の相続人が請求できる最低限取得することのできる割合のことです。例えば、配偶者と子ど

もがいるにも関わらず、「知人に全ての財産を渡す」という内容の遺言書を故人が作成していた

場合には、配偶者と子どもは、その知人に対して遺留分を請求することができます。 

 

それでは、この遺留分は誰がどのくらいの割合を請求できるのでしょうか。 

まず、遺留分を請求できる人、「遺留分権利者」は、被相続人の配偶者、相続人である直系卑属

（子、孫など）と直系尊属（父母、祖父母など）になります（民法 1042 条）。すなわち、被相続人の

兄弟姉妹は相続人となることはありますが、遺留分を請求することはできません。 

次に、請求できる割合につきましては、民法上で定められており、配偶者、直系卑属（子、孫など）

が相続人である場合は各相続分の２分の１、直系尊属のみの場合は相続分の３分の１となりま

す（民法 1042 条 1 項）。例えば、相続人が配偶者と子ども２名の場合は、配偶者の相続分が２分

の１であるので遺留分が４分の１、子どもはそれぞれ相続分が４分の１となるため遺留分は８分

の１ずつとなります。 

なお、相続人が配偶者と兄弟となる場合には、兄弟は遺留分を有しないため、配偶者が２分の１

の遺留分を有することとなります。 

 

生前贈与や遺言、信託により、財産の承継先を決める場面において、遺留分を全く配慮せず、遺

留分を侵害する場合には、その受遺者等（財産をもらう方）が遺留分の請求を受け、その対応で

心身の負担となったり、相続トラブルに発展してしまったりするケースがあります。そのような事態

を防ぐためにも、遺留分を配慮することはとても重要になります。 

しかし、そうは言っても、特定の人に財産をまとめて遺したいというご事情がある場合もよくありま

す。そのような遺留分を侵害する内容で遺言書等を作成する場合には、①財産を多く渡す人に

は、遺留分侵害額請求に対応できるよう金銭を多く取得させる、②財産を渡す人を保険金の受取

人に指定し、遺留分侵害額請求があった場合に備える、③遺言であれば、付言事項（遺言書の

条文とは別で法的効力はない記載事項）に財産の配分がそうなった経緯、事情の記載を残し、遺

留分を請求しないよう、理解を求めるなどの対応も重要となってきます。 

    

 

私ども日税グループでは信託を活用した資産・事業承継のご相談に専門の職員が丁寧、親切に

ご対応致します。ご相談は無料ですので、お気軽にお問合わせ下さい。 
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株式会社日税経営情報センター 
2018年創業。全国の中小企業や経営者に対して、顧問税理士と共に経営に関する専門的なコンサルティ

ング及び、M&Aをはじめとした資産・事業承継を検討から実行までのサービスを提供している。 

■■■■ 著 作 権 な ど ■■■■■ 

著作権者の承諾なしにコンテンツを複製、他の電子メディアや印刷物などに再利用(転用)することは、著作

権法に触れる行為となります。また、メールマガジンにより専門的アドバイスまたはサービスを提供するもの

ではありません。貴社の事業に影響を及ぼす可能性のある一切の決定または行為を行う前に必ず資格の

ある専門家のアドバイスを受ける必要があります。メールマガジンにより依拠することによりメールマガジン

をお読み頂いている方々が被った損失について一切責任を負わないものとします。  

 

 

参考 

日税経営情報センター コラム (信託)：https://www.nbs-nk.com/column/index.php?category=trust 
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